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一 事実の概要
昭和39年に設立された Z 社は取締役会設置会社であり、その発行済株
式総数は14000株であり、すべての株式は譲渡制限株式である。X1は Z 社
の創業者であり、その設立以来代表取締役・取締役を務めていたが、平成
24年12月31日に辞任した。X2はその配偶者であり、Z 社創立以来取締役
を務めていたが、平成24年12月31日に辞任した。X1と X2との間の子Aは
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平成年月から平成23年月まで Z社の取締役であった。Y1と Y2は Z
社の従業員であった。
X1は Z 社の株式11900株を保有していたが、Y1に Z 社株式5474株を、
Y2に Z 社株式357株を譲渡し、X2は Z 社株式2100株を保有していたが、
Y1に Z 社株式966株を、Y2に Z 社株式63株を、いずれも株当たり714円
で譲渡し、それぞれ譲渡の内容を記載した平成25年月日付けの株式譲
渡証書が作成された。しかし税理士である B は平成26年11月28日時点で
の Z 社株式の価値は株あたり8378円であると評価し、X1らはこれらの
譲渡につき、適正評価額の10分の以下の金額で売買されたのは Yらが
会社を乗っ取ることを企んでいたと考えられるとし、当該譲渡の意思表示
は詐欺によるものであるから取り消す旨の意思表示をした（取消の意思表
示の通知は平成27年月28日に Yらに到達した）と主張し、Y1らに対し、
自らが株主であることの確認を求めた（第事件）。それに対して、Yら
は Y1が12040株、Y2が560株を有する株主であることの確認を求めた（第
事件）。なお、本件株式の譲渡については取締役会の承認はなかった。
また、Z 社は X1から6069株、X2から1071株を、いずれも株2900円で
譲り受け、譲渡の内容を記載した平成26年11月25日付けの株式譲渡証書が
作成された。そのうち5740株は Y らに対して譲渡したが、残りの1400株
を自らが保有することの確認を求めた（第事件）。
さらに、平成27年月27日に Yらを株主として株主総会①が開催され、
Yらが株主として出席し、Y1が代表取締役として議長に就任し、監査役
C を解任し、Dを監査役として選任した。一方、Xらは X らを株主とし
て平成27年月30日に株主総会②を開催し、取締役Aを議長としてX1お
よび Bを取締役として選任する決議および監査役 Cの辞任にともない E
を監査役として選任する決議がなされ、その旨の登記がなされた。株主総
会に引き続き、同日に X1、A、B と Yらを取締役として X1、A、B が出
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席する取締役会を開催し、Aを代表取締役に選任する旨の決議がなされ
た。さらに同年月日に同じ出席者により取締役会が開催され、Y1を
代表取締役から解任する旨の決議がなされた。それに対して、平成27年
月22日、Y らを株主として Z 社の臨時株主総会③が開催され、Y1が代表
取締役として議長に就任した上で、X1、A、Bを取締役から解任し、Eを
監査役から解任し、Fを取締役に選任する旨の決議がなされ、その旨の登
記がなされた。このため、Y らは Z 社に対して、平成27年月30日の Z
社の株主総会②での X1らを取締役に選任する旨の決議および月30日、
月日取締役会決議の不存在の確認を求めた（第事件）。
第一審における争点は、（）本件株式の帰属につき、① X らと Y ら
の間の譲渡によりYらは本件株式を取得したか、②Xらと Z社の間の譲
渡によりYらは本件株式を取得したか、③ Z社と Yらの間の譲渡により
Yらは本件株式を取得したか、（）Z 社の訴訟手続き上の代表者となる
監査役をDとすることの当否、（）本件株主総会の決議不存在の確認の
利益があるか、ということである。
原審（東京地判平成29年月20日金判1547号30頁）は、争点（）につ
いては、X らの錯誤無効および詐欺取消しの主張を認めず、譲渡制限株
式の譲渡に係る取締役会の承認がないとの主張に対しては株主がその株式
を株主でない者に対して譲渡した場合において、譲渡人以外の株主全員が
これを承認していたときは、当該譲渡は取締役会の承認がなくても、譲渡
当事者以外の者に対する関係においても有効と解するのが相当であり、当
時 Z社の全株式を有していたXらがこれらをYらに譲渡したものである
から、譲渡制限株式の譲渡に係る取締役会の承認の有無に関わらず、Z社
に対する関係においても有効であるとした。争点（）については、Y
らが株主であることを前提に Dの監査役選任決議に瑕疵はなく、Dが第
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事件および第事件につき会社を代表する権限を有することを認めた。
争点（）については、第事件において Z 社および Yらともに本件株
主総会決議はいずれも不存在であると主張しており当事者間に本件株主総
会決議の効力につき紛争を生じているとは認められず、また本件株主総会
の取締役らの選任決議により選任され就任登記された者についてはすでに
解任登記が有効になされており、本件株主総会決議の不存在の確認を求め
る訴えの利益はないとした。第事件については Xらの請求を棄却し、
第事件および第事件については Yらの請求を認容し、第事件につ
いてはYらの請求は訴えの利益を欠き不適法であるとして却下した。
この判決につき、X ら、Y らともに控訴したのが本件である。控訴審
での争点は、（）監査役Dに Z社の代表権がない等により原審の訴訟手
続きに違法性があるか、（）本件株式の帰属、（）本件各株式譲渡は公
序良俗違反か、（）本件各株主総会決議がいずれも不存在であることの
確認の訴えの利益の存否について、である。
二 判旨
控訴審（東京高判平成30年月日金判1547頁14頁）は以下の理由によ
り、第事件については Xらの請求を棄却し、第事件については Yら
の請求は認容し、第事件については Z社の請求を認容し Xらの請求を
棄却するとして、原審の結論を支持した。第事件については Yらの請
求に係る訴えは適法であり、Yらの請求は認容すべきであると判示した。
争点（）については、Z社は平成24年月25日には定款に株式譲渡制
限の定めを設けて公開会社ではない株式会社となり、平成27年月17日時
点での定款には監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定
めがあるから、平成29年月19日には、会社法389条項により、監査役
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であるDには、同法386条項の代表権はなかったと認められるとしつつ、
平成29年月18日の臨時株主総会において監査役の監査の範囲を会計に関
するものに限定する旨の定めが廃止され、D は、平成30年月14日の当
審（控訴審）第回口頭弁論期日において、これまでの訴訟行為をすべて
追認する旨の意思表示をしたから、これまでの訴訟行為の瑕疵はすべて治
癒されたと認められるとして、Xの主張を退けた。
争点（）については、取締役会の承認のない譲渡制限株式の譲渡につ
き、「有限会社の社員全員の承認の下にされた持分譲渡は有効であると判
示した平成年判決の趣旨からすると、株式会社の場合についても、この
ように解するのが相当である」として、その効力を認めた。
争点（）については、Yらが X1に本件株式の客観的価値を知らせず
に書類への署名押印を迫ったなどの理由による Xらの公序良俗違反の主
張を認めなかった。
争点（）については、「本件各株主総会決議により、X1および Bが取
締役に、Eが監査役にそれぞれ選任されたものとされており、本件各株主
総会決議を前提に構成された同日の月30日取締役会の決議により、A
が代表取締役に選任され、また、本件各株主総会を前提に構成された月
日の取締役会の決議により Yが代表取締役を解任されているものの、
月30日取締役会および月日取締役会の上記各決議の効力については、
当事者間に争いがあり、瑕疵が継続していると認められる。」として本件
各株主総会決議不存在確認を求める訴えの利益は存するものと認めた上で、
「本件各株主総会決議については、自己株式を除く本件株式の全てを有す
る Yらが株主として出席することなく開催されたものであるから不存在
というべきであり、AのほかX1及び Bが取締役として出席した月30日
取締役会でされた、Aを代表取締役に選任する旨の決議についても、X1
及び Bが当時取締役であったとは認められず、取締役であった Yら及び
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Aの名のうちAのみによりされたものであるから不存在というべきで
ある。また、AのほかX1及び Bが取締役として出席した月日取締役
会でされた、Y1を代表取締役から解任する旨の決議についても、同じ理
由で不存在というべきである。」として、Yらの本件各株主総会決議の不
存在確認を求める請求を認容した。
三 研究
判旨の結論には賛成するが、理由付けには一部反対する。
 問題の所在
（）はじめに
すべての株式の譲渡による取得につき会社の承認を要することを定める
会社は「公開会社」（会社法条号）でない会社である（このような会
社を「全株式譲渡制限会社」と呼ぶこともある）。わが国では上場会社は
約3700社、資本金の額が億円以上または負債総額200億円以上の大会社
（会社法条号）は約8000社であるとされており、数の上では資本金
額億円以下の中小企業が圧倒的多数を占めている。このような中小企業
である会社は大株主が経営者でもあることがほとんどである。公開会社
である株式会社は株主の個性を重視しない制度設計となっているが、この
ような中小企業が株式会社形態を取る会社では、株主が経営者やその家族
であったり、その会社の従業員などの関係者であることが多く見受けられ
る。このように、わが国では株式会社であっても閉鎖的な同族会社が多い
ことから、会社の閉鎖性を維持する需要があり、そのような需要に応える
ために譲渡制限株式の制度が設けられている。
公開会社でない会社において株式の譲渡につき紛争が起きる場合には、
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当事者である株主は必然的に家族や会社関係者であることが多い。すなわ
ち、譲渡制限株式の譲渡に関する紛争は、相続等をめぐる家族間の対立が
背景にあったり、関係者間での会社経営権をめぐる対立が原因となったり
することが少なくないのである。したがって、その紛争を解決するために
は単に株式の譲渡の効力などについて判断するだけではなく、その背後に
ある関係者間の関係をも考慮して判断する必要がある。その意味では、譲
渡制限株式の譲渡をめぐる紛争を解決しようとする場合には当事者の人的
要素を考慮せざるを得ず、公開会社における株式の譲渡が問題となる場合
とは大きく前提が異なるともいえる。そもそも、会社法は公開会社につい
てはその組織に関して画一的に定めているのに対して、公開会社でない会
社については機関設計などにつき定款自治を広く認めているなど、会社法
そのものが株式の譲渡制限の有無が会社のあり様にも影響を与えることを
予定しているのであり、公開会社でない会社内部の紛争解決のために人的
要素を考慮することもまた会社法の許容するところであるといえる。
ところで、本件は Z社の創業者で経営者でもあった株主X1とその妻 X2
が高齢となり、従業員であった Yらにその保有する株式を譲渡すること
によって経営権を譲渡しようとしたが、後にその株式の譲渡の効力を否定
しようとした事案である。すなわち、創業者と親族でない従業員との間で
経営権をめぐる紛争が生じたのであるが、そもそもの発端は創業者が自ら
の意思で会社の経営権を従業員らに対して譲ろうとしたのであり、それ以
前に内部対立があったとの事情は見受けられない。しばしば公開会社でな
い会社では、多数派株主と少数派株主との対立から譲渡制限株式の譲渡の
効力などが争われてきたが、本件は多数派対少数派という構図ではないこ
とが一つの特徴である。
前述したようにわが国では小規模な閉鎖的な会社が多く、それらの中に
は公開会社でない会社が多い。その会社のすべての株式が譲渡制限株式で
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ある場合、株式に市場性がないため、株主の投下資本回収の方法は限られ
ている。株主が同時に取締役等の経営者でもある場合には役員報酬の形で
投下資本の回収を図ることもできるが、少数派の株主はそのような形での
投下資本の回収が期待できないことから、株式の譲渡がしばしば問題とな
るのである。また、譲渡制限株式の譲渡の効力が争われるケースでは、こ
のとき譲渡が承認されない場合には株主は会社または会社の指定する買受
人による譲渡制限株式の買い受けを請求することができるが、譲渡制限株
式には市場価格が存在しないことから、株式の評価も大きな問題となる。
もちろん、本件のように当事者間での譲渡の合意について売買価格の点で
争われることもある。このとき、取引相場のない株式等の評価に関して、
裁判例等では類似業種比準価額、純資産価額、配当還元価額などの算式を
用いたり、期待リターンをリスクを勘案した割引率で現在価値に引き直す
方法により評価額を算出したりなどするが、一定の価格に確定すること
は難しい。さらには、支配株主が株式譲渡等の形で事実上会社を他人に譲
り渡した後に、譲受人の手によって会社の業績が回復するなどした後に、
先の株式譲渡の効力を否定し会社を取り戻そうとする事例もたびたび判例
上に現れており、宍戸教授はこの類型を「会社取戻し」の事例とまとめら
れているが、本件もある意味ではXらが「会社取戻し」を企図したもの
であるといえる。さらには、閉鎖的な会社につき会社法は人的要素を考慮
しうることを容認しているが、とりわけ家族間で株式を保有する同族会社
においてはまさに家族内での人間関係がそのまま会社をめぐる争いに直結
し、相続を契機として紛争が起きることもある。本件のように株主総会
の決議の効力が争われるケースであっても、公開会社でない会社の場合、
その背景はこのような小規模で閉鎖的な会社における特殊な株主等の関係
者の利害関係があるのである。
このような状況の下で、本件では、譲渡制限株式の譲渡につき創業者で
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ある譲渡人らと譲受人との間で争いがあって、かつ、譲渡の効力をめぐる
対立がある中で両者が株主総会を開催したものとしてそれぞれの決議の効
力が争われた事案である。同様の事案はこれまでにも裁判例に多くみられ
るところであるが、同様の事案は今後も引き続き起こるであろうと解され
ること、譲渡制限株式の譲渡につき会社の承認は得ていないが株主全員の
同意があったものとしてその効力を認めた事案として、また株主総会決議
不存在確認の訴えの利益について判断された事案として、ここで先例とし
て紹介する。
（）判例の状況
次に、本件を検討するにあたり参考となる判例を紹介する。
①最高裁平成16年月日判決（裁判所時報1367号頁）
この事件は、訴外 D 社の亡き創業者 Eの妻であり上告会社A（非上場
会社）の代表取締役であった上告人 Bと、Eの子で上告会社Aの取締役
だった上告人 Cが A社の発行済株式総数の二分の一ずつの株式を保有し
ていたが、D社の元従業員である Hが全株式を有する被上告人 F会社と
G会社にそれぞれ億円で譲渡した事案である。ところが、A社の当時の
財務状況は26億円あまりの預金債権を有し、約10億円の純資産を有してお
り、当該株式は10億円以上の価値を有していたのであり、Hが株式の買
主は「関係のある会社」であると説明したために売却したことから Hの
詐欺により契約したとして取り消す旨または錯誤、公序良俗違反もしくは
暴利行為により無効である旨などが主張された。また、Fらが、この譲渡
後に上告人 Bらを株主として開催されたA社の株主総会において取締役
らが解任された決議が不存在であると主張して決議不存在確認の訴えが提
起されたものである。最高裁は、上告人らの詐欺による取消または錯誤に
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よる無効が認められないとした原審の判断には違法があるとして、原判決
を破棄し高裁に差し戻した。
差戻控訴審（東京高判平成16年12月22日）では、B らが F 社らの支配
関係につき Bらの一族の支配が及ばない会社であれば当該売買契約に定
める価額で当該株式を売買しないであろうと認められる場合は、F社らに
対する Bおよび Cの支配関係に関する錯誤は要素の錯誤にあたるもので
あるとした上で、A社は当時26億円を超える預金債権を有し、約10億円
の純資産を有していたものであり、A社の代表取締役であった Bは引き
出すことに妨げがあったとは認められず、その当時 A社を清算したとす
れば A社の全株式を有する Bらは、少なくとも約10億円については容易
に現金化してこれを取得することができたものである。そうすると、特段
の事情がない限り、このような資産を有する会社であることを知りながら、
その会社の全株式を億円で売却することは不自然である。Cは当時122
億円以上の資産を有していて、不利な条件をもって A社の株式を現金化
しなければならない状況にあったとは認められないし、株式の買主は「関
係のある会社」であると説明したが、これは B らの一族が株式等を有す
るなどして支配する会社を指すものと解するのが自然であるところ、買主
である F社らは Hが全株式を有する会社であることから、Bおよび Cの
意思に株式の実質的な価値及び F社らに対する B及び Cの支配関係につ
いて錯誤があったものというべきであり、C および Dに重大な過失はな
かったとして錯誤無効の主張を認め、また Hが Bらを欺罔し、誤信させ
たものと認め、詐欺により取り消す旨の意思表示がなされたものと認め、
BらがA社の株式を有する株式を有する株主であることを確認した。
②最高裁平成年月30日判決（民集47巻号3439頁、判時1488号149頁）
この事件は、いわゆる一人会社である被告 Y社の唯一の株主であった
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者から株式を譲り受けた原告 Xらが、当該譲渡がなかったものとして行
われた株主総会決議の不存在等を争ったものである。当時は平成17年改正
前商法204条項但書が適用されるため、譲渡制限の定めのある会社の株
式を譲渡するためには取締役会の承認を得なければならなかったが、取締
役会の承認はなかった。
第一審（東京地裁昭和63年月日判決）は、本件株式の譲渡の後に開
催された株主総会において譲渡人である一人株主が Xらの議決権行使を
容認していること、その株主総会後に Xらの求めに応じて本件株式譲渡
について Y社名義の譲渡を承認する旨の書面に押捺していることから、
Y社取締役会は黙示の承認決議をしていたものと認められるとして原告
の請求を認めた。原審（東京高裁平成元年月26日判決）は、本件株式譲
渡は、一人会社の全株式を所有する者が行ったのであり、その後、その譲
受人は株主総会に出席して議決権を行使し、しかも、これにつき他の株主、
役員が異議を述べた事実は認められないのであり、株式譲渡につき取締役
会の承認を要するとの定款の定めがある以上、このような場合についても
それが不要であるとはいえないにしても、本件のような事実関係において
は、少なくとも譲受人が株主総会に株主として出席して議決権の行使が認
められたことにより、会社の最高議決機関である株主総会の承認があった
と評価され、これにより取締役会の承認があったのと同視されるべきであ
って、会社が承認の欠缺を理由に譲渡が効力を生じないと主張することは
許されないとして、控訴を棄却した。
上告審（最高裁平成年月30日判決）は、商法204条項但書が、株
式の譲渡につき定款をもって取締役会の承認を要する旨を定めることを妨
げないと規定している趣旨は、もっぱら会社にとって好ましくない者が株
主となることを防止し、もって譲渡人以外の株主の利益を保護することに
あると解されるから、本件のようないわゆる一人会社の株主がその保有す
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る株式を他に譲渡した場合には、定款所定の取締役会の承認がなくとも、
その譲渡は、会社に対する関係においても有効と解するのが相当である、
として上告を棄却した。
③最高裁平成年月27日判決（民集51巻号1628頁）
Aは B 株式会社の代表取締役であり実質上のオーナーでもあったが、
昭和27年に同社の支店を Y1有限会社とし、A、X、C がそれぞれ100口ず
つの出資口数を取得し、Aの長男 X がその代表取締役に就任した。Aに
は Xと長女 D があり、Aは将来は B社を Xに、Y1社を Dに継がせたい
と考えており、Dが Y2と結婚して以後は Y2が Y1社の経営にあたってい
た。昭和32年に XはAから B社の全株式を譲り受け、Y1社においては総
社員の同意のもとで Cはその持分をY2に譲渡して退社し、Y2を取締役及
び代表取締役に選任する旨の書面による社員総会決議がなされた。その後、
Aの有するY1社の持分はCおよび CとY2との間の子らに贈与されたが、
その贈与につき社員総会の承認はなかった。Xは Aの Bらに対する持分
の譲渡につき社員総会の承認がないものとして上告した。
上告審は、Aはその持分の一部を B らに対して贈与したが、この贈与
につき Y1社の社員総会の承認はなかったものの、社員全員がこの贈与を
承認していたという原審の事実認定を前提とし、有限会社法19条項が、
社員がその持分を社員でない者に譲渡しようとする場合に社員総会の承認
を要するものと規定している趣旨は、もっぱら、会社にとって好ましくな
い者が社員となることを防止し、もって譲渡人以外の社員の利益を保護す
るところにあると解されるから、有限会社の社員がその持分を社員でない
者に対して譲渡した場合に於いて、譲渡人以外の社員全員がこれを承認し
ていたときは、譲渡は、社員総会の承認がなくても、譲渡当事者以外の者
に対する関係においても有効と解するのが相当であるとして、X の上告
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を棄却した。
④最高裁平成年月17日判決（民集44巻号526頁）
代表取締役が辞任し株主総会で新たな代表取締役の選任の決議（昭和49
年月日付け）がなされたとして登記もされた事案につき辞任したとさ
れる代表取締役が会社を被告として決議不存在確認を求める訴えを提起し
た事案で、その後も新たな取締役が選任された旨の登記がなされ、かつ原
審係属中に原告を代表取締役から解任し後任の代表取締役を選任する決議
がなされたため、被告会社は原告の代表取締役等の地位確認請求は理由が
なくなったと主張した事案である。
最高裁は、次のように判示した。昭和49年月日付けの株主総会にお
ける決議は存在するものとはいえないところ、このように取締役を選任す
る旨の株主総会の決議が存在するものとはいえない場合においては、当該
取締役によって構成される取締役会は正当な取締役会とはいえず、かつ、
その取締役会で選任された代表取締役も正当に選任されたものではなく、
株主総会の招集権限を有しないから、このような取締役会の招集決定に基
づき、このような代表取締役が招集した株主総会において新たに取締役を
選任する旨の決議がされたとしても、その決議は、いわゆる全員出席総会
においてされたなど特段の事情がない限り、法律上存在しないものといわ
ざるを得ない。したがって、この瑕疵が継続する限り、以後の株主総会に
おいて新たに取締役を選任することはできないものと解されるとした
 譲渡制限株式の譲渡
（）株式譲渡制限の制度とその趣旨
株式会社においては、株主は株式の引受価額を限度とする有限責任しか
負わないことから、会社債権者の引当てを確認するため資本維持・充実の
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要請が働き、持分会社とは異なり出資の払戻しによる退社（会社法611条）
は認められない。そこで、投下資本を回収するために、株主はその保有す
る株式を譲渡することができる（会社法127条）。他方で、前述したとおり、
わが国では株式会社の形態であっても小規模で閉鎖的な会社が多く、閉鎖
性維持の要請が強い。すなわち、株主が家族や友人等ごく近い繋がりをも
っている場合、株式が譲渡され新たな株主が会社に入ってくることによっ
て従前の株主間の信頼関係が壊されるおそれがあり、このような「会社に
とって好ましくない者」を会社に入れないことのニーズがあるのである。
このような閉鎖的な会社のニーズから、会社法は、その発行する全部の株
式の内容として譲渡による取得について会社の承認を要する旨を定めるこ
と（会社法107条項号）、および、一部の株式の内容として譲渡による
取得について会社の承認を要する旨を定めること（会社法108条項号）
ができることを規定する。すなわち、株主は株式を自由に譲渡できるのが
原則であるが、会社は、その発行する全部または一部の株式の内容として
譲渡による当該株式の取得について会社の承認を要する旨の定めを設ける
ことができ（会社法107条項号・項号、会108条項号・項
号）、このような定めのある株式を「譲渡制限株式」という（会社法条
17号）。定款で他の機関を承認機関とする（取締役会設置会社が株主総会
を承認機関とする等）旨の定めをすることは認められる（会社法139条
項但書）が、定款の定めによっても、取締役会よりも下位の機関を決定機
関と定めることはできないと解される。
このような株式譲渡の自由の原則とその制限に関して、歴史的な変遷を
みてみると、平成17年会社法が成立する前の商法は、株式会社については
昭和25年の改正前は定款に規定を置くことによって株式の譲渡の禁止をも
含む制限について会社に広い定款自治を認めていた。しかしながら、戦後、
アメリカ法の影響を受けた昭和25年の商法改正によって、株主の投下資本
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の回収の保障を強化するため、「株式の譲渡は定款に依るもこれを禁止し
又は制限することを得ず」と規定されることとなった。この改正が行われ
た理由は、戦前は財閥による株式への投資が行われていたが、財閥解体に
よりこれが期待できなくなったことから、広く大衆の投資により企業資本
を集める必要があったためである。また、昭和13年に有限会社制度が設
けられており、小規模で閉鎖的な会社はこの制度を活用することが期待さ
れていたこともある。ところが、昭和25年当時からすでに、わが国では閉
鎖的な同族会社が多いことが指摘されており、このような譲渡制限の禁止
には疑問が示されていた。このような実情を踏まえて閉鎖性維持のニー
ズに応えるため、昭和41年の商法改正では、株式の譲渡について取締役会
の承認を要する旨の定めを定款に設けることができるようにしたのである
（昭和41年改正商法第204条第項但書）。昭和41年改正商法204条第項
但書は、定款をもって株式の譲渡につき取締役会の承認を要する旨を定め
ることができると定めていた。ここで、取締役会の承認を要するとされた
のは、昭和25年商法改正以後平成17年会社法成立以前はすべての株式会社
に取締役会が設置されていたことが前提としてあった上に、小規模な会社
であっても株主総会の開催には一定の日数を要し、株式の譲渡がなされる
たびに株主総会を招集することは困難であること、買受人の指定をも株主
総会で決定しなければならないとすると株主の投下資本の回収がさらに遅
くなることによる。また、この承認を代表取締役によるものとすれば迅速
に承認することは可能となるが、株式の譲渡の承認は株主の構成に関する
重要な事項であって、少なくとも合議体である取締役会で慎重に決定され
るべきであると解される10。
これに対して、平成17年に廃止された有限会社法第19条第項は、「社
員が其の持分の全部又は一部を社員に非ざる者に譲渡さんとする場合に於
ては社員総会の承認を要す」と定めていた。この規定も昭和41年の商法改
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正によって改正されたものであり、株式の譲渡について取締役会の承認を
要する旨の定めを定款に設けることができるようにしたのである（昭和41
年改正商法第204条第項但書）。判例（最判昭和48年月15日民集27巻
号700頁、最判平成年月30日民集47巻号3439頁）は、この制度の趣
旨を、もっぱら会社にとって好ましくない者が株主となることを防止し、
もって譲渡人以外の株主の利益を保護することにあると解しており、後述
するとおり学説も同様である。
（）会社の承認のない譲渡制限株式の譲渡の効力
次に会社の承認のない譲渡制限株式の譲渡の効力について検討する。
定款の定めに反して会社の承認のない譲渡制限株式の譲渡の効力につい
て、従来の学説は、会社に対しても譲渡当事者間においても無効とする
「絶対説（絶対的無効説）」11と、譲渡当事者間では有効であるが会社に
対しては効力を生じないと解する「相対説（相対的無効説）」12とが対立
しており、さらには、会社との関係でも当該譲渡は効力を有するものであ
って、ただ承認がない場合には会社は名義書換を拒絶することができると
する「有効説」13も有力に主張されている。判例（最判昭和48年月15日
民集27巻号700頁）は、取締役会の承認を得ずになされた株式の譲渡は、
会社に対する関係では効力を生じないが、譲渡当事者間においては有効で
あると解するのが相当であるとしており、「相対説」をとっているものと
解される。この点については、会社にとって好ましくない者が株主となる
ことを防ぐという制度趣旨からは会社との関係で譲受人が株主であること
を否定すればその趣旨は達成できるのであり、当事者間での譲渡の効力ま
で否定する必要はないから、絶対的無効説は行きすぎであると解する。ま
た、現行法の下で譲渡制限株式の取得者からの承認請求が認められること
は、会社の承認がなくとも譲渡当事者間では有効に権利が移転することが
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前提となっているものと考えられ、相対的無効説が妥当であろう。
この点につき、平成17年の会社法の成立にともない、会社法条17号が
譲渡制限株式の「譲渡」についての承認ではなく「譲渡による当該株式の
取得」についての承認を要することとしているのは、会社の承認がなくと
も譲渡は有効である（すなわち「有効説」をとる）と解されるからであり、
その取得につき会社の承認を要するとする譲渡制限に係る規定はもっぱら
株主名簿の名義書換との関係で理解するものとする見解14がある。譲渡制
限の定めのある株式の譲渡がなされた場合、譲渡による取得につき承認を
得ていない株式の譲受人が名義書換請求をしたときには会社はこの名義書
換を拒むことができる（会社法134条）のであるから、会社法は名義書換
制度と譲渡制限株式制度の整合性に配慮しているのは事実である。しかし
ながら、会社法はそれらの制度を別個の手続として規定しており、必ずし
も「相対説」から立場を変更したとみる必要はない15。このことは、そも
そも会社法自身が「譲渡制限株式」という名称を用いているのであって、
「取得制限株式」などとはしていないことからもいえるものと解する。
（）一人会社の場合・株主全員の同意がある場合
それでは、会社の承認を得ないで譲渡制限株式の譲渡がなされたが、そ
れが一人会社や株主全員の同意がある場合について、定款の定める会社の
承認がない譲渡の効力を否定することができるだろうか。平成年改正前
商法165条は少なくとも設立時においては発起人が人存在すべきことを
求めていたが、平成年改正でこの規定が削除されたことから、株式会社
では設立時から株主が一人しか存在しない一人会社が許容された。しかし、
一人会社の内部的な組織については特別の規定は設けられず、一人会社で
は複数の株主による株主総会を想定できないという問題が今もなお残され
ている16。
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本件では、Xらは Yらに対する株式の譲渡につき錯誤による無効や詐
欺による取り消しを主張するとともに、当該譲渡による株式の取得につき
会社の承認のないことを理由に無効である旨を主張している。
この後者の争点につき、譲渡制限の制度は会社にとって好ましくない者
が株主となることを防止し、譲渡人以外の株主を保護することにあるので
あるから、一人会社の株主が自己の保有する譲渡制限株式を譲渡するとき
は、譲渡人以外の株主の利益を考慮する必要はなく、株主全員の同意があ
る場合も同様であるとして、先に挙げた判例②③も学説の多数説17も、定
款の定めや会社法の要求する手続きを経ていないとしてもその譲渡は有効
であると解する。そのように解する理由づけは大きくつに分けられる。
つ目は株主総会の承認または株主全員の同意をもって取締役会の承認に
代えることができる（会社法の下ではそもそも株主総会の承認を要すると
することも可能である）とする見解であり、つ目は他の株主の利益を保
護するという譲渡制限制度の趣旨からそもそも会社の承認を要しないとす
る見解である。前者については、平成17年改正前商法または会社法139条
の規定によって取締役会が承認機関とされるにもかかわらず、他の機関を
承認機関とすることができるか、という観点から理由づけをするものであ
る。
そもそも、昭和41年改正の際に承認機関を取締役会としたのはもっぱら
譲渡の承認機関を株主総会とすると株主総会の開催に日数を要することか
ら、株主の投下資本回収をできるだけ早く可能とするためであるとされ
る18。そうであれば一人会社でありただちに株主総会の承認を得られるの
であれば、承認機関を取締役会とする必然性はない。現行法の下において
も、取締役会設置会社においては、株主総会の権限は法令・定款に定める
事項に限定され19、他の事項は取締役会の決定に委ねられるというのが株
式会社における原則である。これに対して、公開会社でない会社では株主
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が直接経営に関与することを望む場合が少なくなく、平成17年会社法はこ
のような会社については取締役会を設置しないことが選択できるものとし
たのであるが、小規模で閉鎖型の会社であっても取締役会を設置すること
は許容されるし、また一部の株式は譲渡が制限され他の株式は自由に譲渡
できる場合には取締役会の設置が義務付けられることから、現行法の下に
おいても閉鎖型の会社であっても取締役会での承認を要する会社はあり得
る。そのようなときに常に株主総会の決議または株主全員の同意によって
株式の譲渡を承認することは認められるかという点については疑問がない
わけではないが、他方で、このような会社において一人株主がその株式を
譲渡しようとした場合や譲渡につき他の株主全員の同意がある場合には、
譲渡制限によって会社法が本来保護しようとする残存株主の閉鎖性維持の
利益がもはや存在しない、または放棄されていることは明らかである。株
式の譲渡制限の制度は株主以外の会社のステークホルダーの利害に関わる
ものではなく、株主たちの利益を守るものである以上、取締役らは会社の
所有者である株主の意思に従うべきであり、またそうしたからといって取
締役らが会社に対する責任を追及されることもないと解される。さらに、
そのような場合には、一人会社の株主が自ら（または他の株主全員の同意
を得て）株式を譲渡しておきながら、取締役会の承認がないことを口実に、
後にその譲渡の無効を主張しているのであって、このような主張は妥当で
はないと解する20。結局、ここでは会社の承認の有無によって譲渡の効力
を決することはできず、判例①のように当事者間の譲渡の合意そのものの
効力が否定されない限り、株式の譲渡の効力を否定することはできないと
いうべきである。
（）私見
前述したとおり、会社法のもとにおいても、譲渡制限株式の譲渡による
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取得のない譲渡の効力は、当事者間では有効であるが会社に対してはその
効力を主張できないものと解するのが妥当であるが、本件のように株主全
員の同意がある場合には取締役会の承認がなくとも譲渡は会社との関係で
も有効であると解すべきである。なぜなら、本件も含めて、このような事
案における譲渡制限株式の譲渡の効力に関する争いは会社との関係ではな
く譲渡当事者間の関係が問題となるのであって、前述した会社の承認のな
い譲渡の効力につき絶対説（絶対的無効説）を取らない限り、会社の承認
の有無によってその効力の有無が定まるものではないからである。つまり、
このような事案での株式の譲渡の効力に関する争いは、実際には会社の承
認の有無が問題なのではなく、譲渡の当事者間での譲渡の合意の効力が問
題なのであって、当該合意につき錯誤無効や詐欺取消しなどの主張をする
ことは意味があるとしても、会社の承認の有無を争ったところで問題は解
決しえない。
さらに、名義書換制度との関係でみれば、会社の承認があってもなくて
も会社に対してその権利を主張するためには（すなわち会社に対抗するた
めには）株式取得者は名義書換請求をする必要があるはずである。本件で
は株主名簿が作成されていたかどうか明らかではないが、本件第事件で
争われている株主総会決議に関する争点については、会社は、本来であれ
ば株主名簿上の株主を株主として扱えばよいというのが原則である。ただ
し、本件のように会社の経営権をめぐる対立があるケースでは、実は何を
もって「会社」の意思と解するのかということが争われているのであり、
また株式の譲渡の当事者が取締役等の会社関係者であることから、名義書
換の制度から結論を導くことも困難である。なぜなら、譲渡の当事者であ
る Xらと Yらが会社の代表取締役である者または代表取締役であった者
であるから、会社が譲渡につき善意であるとはいいがたいからである。こ
のとき、会社がその危険のもとに名義書換未了株主の権利行使を認めるこ
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とは判例（最判昭和30年110月20日民集巻11号1657頁）・学説の多数説
（対抗力制限説）も容認しており21、この譲渡の当事者間の効力を有効で
あるとするならば、Y らの取締役・代表取締役の就任も有効であること
になり、Yらがこの譲渡の効力すなわち Yら自身が株主となったことを
否定するとは考えられない。これこそが公開会社でない会社の内部対立に
起因する紛争の解決の難しさというべきであろう。
 株主総会決議の瑕疵にかかる訴えの利益
（）株主総会決議の瑕疵にかかる訴え
株主総会の招集手続や決議の内容が法令・定款に違反するなどの場合、
その決議は瑕疵ある決議であるといえ、その効力が有効であるとすると問
題がある。たとえば、会社法によって禁止されている内容を決議したとき
にその決議が有効であると会社法上認めることはできないし、当事者間の
公平・公正を図るために会社法が定める株主総会の招集手続や決議に関す
る規定に違反してなされた決議の効力を認めてしまうと、そのような手続
に関する規定を設けて会社法が保護しようとした利益が損なわれることに
なる。とくに、株主が株主総会に出席して議決権を行使する権利は株主の
権利の中でも本質的なものであって、株主総会において議決権を行使する
ことによって株主が自己の他の権利・利益を守ることができるものである
から、株主の権利の中でも最も重要な権利のつである（会社法105条
項号）。会社財産の出資者であり会社の実質的所有者である株主は、そ
の出資した財産を取締役・取締役会に委ねて会社経営を委任するが、その
取締役を選任するのは株主総会である。このとき株主総会の招集手続や決
議の方法に瑕疵があったのであれば、その株主総会で選任された取締役の
正統性が損なわれるし、違法な内容が決議されたのであれば決議の効力を
認めることはできない。そのような瑕疵ある決議が無効であるならば、そ
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の決議に基づきその後何らかの会社の行為がなされた場合には、その行為
の効力も問題となりうる。このように瑕疵ある株主総会決議の効力がどう
なるかということは会社内部だけでなく対外的な関係にも影響が及ぶ可能
性があり、その効力の有無を確定させる必要がある。また、その決議の瑕
疵が無効であるとして、関係者は個々に無効を主張しなければならないの
かとの疑問もある。そこで会社法は、手続き上の瑕疵と決議の定款違反は
決議取消の訴え（会社法831条）という形成訴訟によってのみ主張できる
ものとし、他の重大な瑕疵は誰もが主張できるとしつつ決議無効確認・決
議不存在確認の判決に対世効を付与する（会社法830条）。
本件では株主総会の決議不存在の確認が主張されている。決議が不存在
であるとは、株主総会の開催の事実そのものや株主総会の決議が事実とし
て存在していないのにもかかわらず、決議があったかのような外観（株主
総会の議事録や登記等）がある場合（物理的不存在）である。このとき決
議としての拘束力がないことは明らかであるが、関係当事者にとってその
ことが明らかでないか争いのある場合が多く、決議の内容に瑕疵がある場
合と同じように決議としての効力がないことを対世的に確定する必要があ
る。さらに、株主総会およびその決議と目するべきものは存在するがその
成立過程の瑕疵が著しく、法律上決議があったとは評価できない場合も決
議不存在であると解される（法的不存在）22。たとえば、裁判例において
は、一部の株主が勝手に会合を開いて株主総会として決議した場合（東京
地判昭和30年月日下民集巻号1353頁）、招集権のない者が総会を
招集して決議がなされた場合（最判昭和45年月20日判時607号79頁、札
幌高判昭和55年月30日等）などで、決議の成立過程の瑕疵が著しく法律
上決議があったとは評価できないとして不存在であると確認されている。
決議の法的不存在の場合、一応決議がなされたとの外観はあるが決議の
手続上の瑕疵があるために法律上決議があったとは評価できないという場
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合であるから、決議取消しの訴えとの区別をどう考えるかということが問
題となる。この点につき、①社団の構成員の集会が総会と認められるため
には、招集権限あるものによって社団の構成員全員にたいして総会を開く
旨告知する処置がとられ、これによって集まったものであることが最小限
の要件である、②総会の成立過程の瑕疵が決議取消事由ではなく決議不存
在と評価するためには、決議の瑕疵を攻撃する者に取消の訴えによらなけ
れば主張できない、提訴権者が限定され、提訴期間が限定されるという制
約を課すことが適当かどうか、というつの判断基準により判断される23。
本件では、株式の譲渡に関して Xらの主張が認められたならば Y らは
株主ではないことになり Yらを株主として開催された株主総会①および
③は株主総会とは認められないし、Yらの主張が認められたならば X ら
は株主でないことになり Xらを株主として開催された株主総会②は株主
総会とは認められないことになる。したがって、どちらかの株主総会は必
ず不存在であるといわざるをえない事案である。そのどちらが不存在とな
るのかは Xらと Yらのどちらが株主であるかということによる。前述の
とおり、株式の譲渡につき Yらの主張が認められた以上、Xらが株主と
して開催した株主総会②およびそれを前提とする取締役会は不存在という
よりほかないであろう。
（）訴えの利益
民事訴訟法上、裁判所が本案判決の言い渡しをするための要件を訴訟要
件といい、訴えの利益はその一つである。民事訴訟は当事者間の具体的な
権利義務をめぐる紛争を解決するためのものであり、紛争の対象が権利関
係として認められない場合、または、本案判決によって当該紛争を解決す
ることが期待できない場合には裁判所が本案判決をなす要件を欠く、すな
わち訴えの利益がないものといえる24。
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確認の訴えは、論理的には確認の対象となり得るものは無限定であり、
権利保護の資格の有無を法律上の争訟性に照らして判断し、次に権利保護
の利益の有無を判断する必要がある。権利保護の利益の有無の判断につい
て、確認の対象は原則として現在（口頭弁論終結時）の権利関係に限定さ
れ、過去の権利関係については確認の利益が認められないこととなる。他
方で、株主総会決議無効・不存在確認の訴えは、過去の権利関係や法律行
為の効力の確認が現在の権利関係をめぐる紛争の解決にとって適切である
と考えられることから、訴えの利益が認められる25。すなわち、株主総会
決議の瑕疵が争われる時点を基準にすれば当然のことながら決議がなされ
たのは過去であり、過去になされた法律行為である。また当該決議の後に
新たな決議がなされることもある。このような場合に、株主総会決議の瑕
疵を争う訴えの利益があるかどうか、問題となる。
ある株主総会の決議が瑕疵あるものとして取り消しや無効・不存在確認
の訴えが係属している中で、その後の事情の変化により訴えの利益を欠く
にいたったものとされた判例（最判昭和45年月日民集24巻号223
頁）26もある一方で、先に挙げた判例④や計算書類の承認決議取消しの訴
えに関する最判昭和58年月日民集37巻号517頁27のように、後に新
たに決議がなされた場合であっても前の決議の瑕疵を争う訴えの利益は失
われないとする判例もある。
本件原審は、株主総会決議不存在確認を求めている Yらと会社（Yら
を株主とする）との主張は対立しておらず、また Xらを株主とする株主
総会②において取締役に選任された者はその後 Y らを株主とする株主総
会③において解任され、その旨の登記もされていることから、本件につき
株主総会決議不存在確認の訴えの利益はないと判示した。これは昭和45年
判例に沿ったものであるといえる。それに対して、本判決は、不存在確認
の訴えの対象となっている X らを株主とする株主総会②だけでなく、Y
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らを株主とする株主総会①および③の効力についても当事者間に争いがあ
ることから、それらを総じて株主総会の不存在確認の訴えの利益があると
判示する。その理由は明確には示されていないが、かりに Xらの主張が
認められ Yらが株主でないことになれば Y らを株主とする株主総会①お
よび③は不存在であることになり、その可能性がある以上、株主総会③の
決議が有効になされたことを理由に株主総会②の決議の不存在につき確認
の利益がないものとすることはできないと解しているものと思われる。
確かに、Xらと Yらの間の紛争を解決するためには株主総会②の効力
だけを判断するよりも株主総会①および③をも考慮して判断することは望
ましいし、訴えの利益を欠くものとして形式要件のみによって却下するよ
りも、実体的な判断をしたほうが紛争の解決につながるものと思われる。
しかしながら、後の決議によっても前の決議の瑕疵を争う訴えの利益は失
われないとする判例とは異なり、本件ではそもそも株主総会③は株主総会
②の決議の瑕疵の影響を受けるものではないはずである。なぜなら、株主
総会②と株主総会①および③は異なる株主構成でそれぞれ別個独立になさ
れたものであり、株主総会③は株主総会②が有効に開催し決議したことを
前提とするものではないからである。もちろん、Xらと Yらの間の株式
の譲渡の効力に関する裁判所の判断による影響は受けるが、それを「後の
事情の変化」と解することができるかどうか、疑問である。
 むすびにかえて
以上見てきたように、譲渡制限株式の譲渡の効力については公開会社で
ない会社において紛争が起こるが、そもそもこのような会社にあっては人
的要素が紛争の前提となっているし、株主の数もごく少数であることが多
い。その中で株式の譲渡の効力を争う場合に、当事者間の譲渡の効力と会
社に対する関係での譲渡の効力を分けて考えようとするのが相対説である
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が、「会社」と紛争の当事者である株式の譲渡人・譲受人をどこまで切り
離して考えることができるかというのは極めて難しい問題である。かえっ
て譲渡当事者間の問題として譲渡の効力につき判断した方がよい事案も少
なくないであろう。
いわゆる団塊の世代が引退する時期を迎えている昨今、公開会社でない
会社において事業の承継に関するトラブルは増加するのではないかと思わ
れる。そのとき会社支配権を譲渡した者と譲り受けた者との間で支配権を
めぐる対立が長引くことが会社にとって利益になるとは考えにくい。しか
し、前述したように会社の支配権を譲渡しようとする局面で会社の利益を
考慮しようとしても、そのとき「会社」とは何を意味するのかこそが問題
である。公開会社でない会社における会社支配権をめぐる紛争についても
今後研究をすすめたい。
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